
さいたま市私道公共下水道敷設要綱 

（平成１３年５月１日告示第１０１号） 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第８号に規定する処理区

域（以下「処理区域」という。）及び近く処理区域となることが確実であると見込まれる

区域内において、一定の要件を満たしている私道に公共下水道を敷設することに関し必要

な事項を定めるものとする。 

（敷設できる私道） 

第２条 公共下水道を敷設できる私道は、処理区域及び近く処理区域となることが確実であ

ると見込まれる区域内で次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

⑴ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号に規定する道路位置

指定を受けたもの 

⑵ 土地登記簿上分筆されており、幅員が１．８メートル以上のもの 

⑶ 建築基準法第４２条第１項第３号に掲げる道で幅員４メートル以上のもの 

（敷設の要件） 

第３条 私道に公共下水道の敷設を受けるために必要な要件は、次に掲げるとおりとする。

ただし、市長が特に理由があると認めたときは、この限りでない。 

⑴ 利用しようとする家屋が２戸（アパート等については、１棟を１戸とする。）以上あ

り、その全戸が次に掲げる事項に該当するものであること。 

ア 公共下水道が敷設されている公道に面していないこと。 

イ 公共下水道を敷設したときは、遅滞なく排水管を当該公共下水道に接続することが

明らかであること、かつ、速やかに水洗化することが明らかであること。 

⑵ 市が必要とする期間、私道の所有者が当該土地を無償で使用することについて承諾し

ていること。 

⑶ 公共下水道の敷設のための用地を確保し、及び障害物件を排除していること。 

（敷設の申請） 

第４条 私道に公共下水道の敷設を受けようとするときは、当該敷設を受けようとする者の

うちから代表者を定め、私道公共下水道敷設申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）

に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 私道の位置図（案内図） 

⑵ 土地所有者の区割図（公図の写し） 

⑶ 登記事項証明書又は登記事項要約書 

⑷ 私道公共下水道利用者名簿（様式第２号） 

⑸ 土地使用承諾書（様式第３号） 



⑹ 印鑑登録証明書 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

（審査、決定及び通知） 

第５条 市長は、申請書の提出があったときは、当該申請に係る内容を審査し、公共下水道

の敷設をすべきものと認めたときは、私道公共下水道整備決定通知書（様式第４号）によ

り代表者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査により、公共下水道の敷設をすることが不適当と認めたときは、私

道公共下水道整備不可通知書（様式第５号）により代表者に通知するものとする。 

（埋設物件等の移設の承諾） 

第６条 私道に公共下水道を敷設する場合において、ガス管、水道管、排水管その他埋設物

件等の移設が必要となったときは、市が行うが、申請者はこれを承諾するものとする。 

（遵守事項） 

第７条 公共下水道の敷設用地の所有者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 公共下水道が敷設された当該用地上に工作物を設置し、又は下水道管の維持管理上支

障をきたす行為をしないこと。 

⑵ 当該用地の所有権を他人に譲渡し、又は所有権以外の権利を設定し、若しくは譲渡す

る場合は、譲受人その他新たに権利を取得するものに対し、公共下水道の用地としての

使用を継承すること。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか、私道への公共下水道の敷設に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１３年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の私道における公共下水道敷設要綱（昭和５

７年大宮市告示第２１１号）の規定によりなされた手続き、決定その他の行為は、この告

示の相当規定によりなされたものとみなす。 

 （岩槻市の編入に伴う経過措置） 

３ 岩槻市の編入の日の前日までに、編入前の岩槻市公共下水道私道布設要綱（昭和５８年

岩槻市告示第４７号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この告示の相当

規定によりなされたものとみなす。 

   附 則（平成１７年３月３０日告示２７２号） 

 この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年８月１０日告示８４７号） 

 この告示は、平成１９年８月１０日から施行する。 


